
公益法人の区
分

国認定、都道府
県認定の区分

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256
公益社団法人日本アドバタイ
ザーズ協会

9010005018086
会費（令和3年4月～令和4
年3月分）

264,000 一口　22,000/月 令和4年3月31日

当該法人は広告宣伝に係る人材育成
事業や調査研究事業等を実施してお
り、会員となることで主催講座・セミナー
に原則無料で参加可能となるほか、調
査データや研究成果の提供を受けるこ
と等が可能となる。
スポーツ振興投票に係る広告宣伝に携
わる職員においては専門知識の習得や
最新の情報収集が不可欠であり、それ
らの提供を受けるために必要な支出で
ある。
なお、本会費支出の財源は自己収入で
ある。

公社 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256
公益財団法人日本オリンピック
委員会

6011005003378

第32回オリンピック競技大
会（2020/東京）日本選手
団ワクチン接種費用（分担
金）

6,055,641 令和3年12月28日 公財 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256
公益社団法人日本山岳ガイド
協会

9011105005354
安全登山ハンドブック2021
版の印刷・送料等

1,000,000 令和3年12月15日 公社 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256
公益財団法人日本スポーツ協
会

6011005003361
会議室利用料及びキャン
セル料

358,600
令和4年1月31日、

2月9日
公財 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256
公益財団法人東京オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会組織
委員会

7011105006239 スポーツ振興くじ助成金 147,477,000 令和4年3月24日 公財 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256
公益財団法人日本アンチ・ドー
ピング機構

8011505001508 スポーツ振興くじ助成金 41,000,000

令和3年10月28日、
11月25日、
12月23日、

令和4年1月27日

公財 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256
公益社団法人日本グラウンド・
ゴルフ協会

3011005003224 スポーツ振興くじ助成金 16,000,000 令和4年3月24日 公社 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256 公益社団法人日本綱引連盟 9011005000133 スポーツ振興くじ助成金 2,096,000 令和3年12月23日 公社 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256
公益社団法人日本ペタンク・
ブール連盟

6010005015895 スポーツ振興くじ助成金 457,000 令和3年10月28日 公社 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256
公益社団法人全国乗馬倶楽部
振興協会

2010905002344 スポーツ振興くじ助成金 4,672,000 令和4年3月24日 公社 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256
公益社団法人日本ウエイトリフ
ティング協会

3011005003760 スポーツ振興基金助成金 4,770,000 令和4年2月24日 公社 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256 公益財団法人日本相撲連盟 5011105002140 スポーツ振興基金助成金 957,000 令和3年11月25日 公財 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256 公益社団法人日本綱引連盟 9011005000133 スポーツ振興基金助成金 2,577,000 令和3年12月23日 公社 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256
公益社団法人全日本フルコンタ
クト空手道連盟

7011105005827 スポーツ振興基金助成金 1,692,000 令和3年12月23日 公社 国認定

文部科学省
独立行政法人日本スポー
ツ振興センター

5011105002256
公益財団法人日本パラスポー
ツ協会

7010005017932 競技力向上事業助成金 6,793,000 令和3年12月13日 公財 国認定

【記載要領】

（注１）「公益法人等」には、特例民法法人、公益社団・財団法人が含まれる。

（注２）「名目・趣旨等」には、その詳細を簡潔に記載すること。

（注３）「会費一口当たりの金額、もしくは最低限の金額」の欄は支出先法人が定める会費一口当たりの金額もしくは最低限の額を記載すること。

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

所管府省

公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく
独立行政法人から公益法人への契約以外の支出についての情報の公開

支出元独立行政法人の名称

公益法人の場合

交付又は支出先法人名称 名目・趣旨等
交付又は支出額

（単位：円）

（会費の場合）
支出先法人が定める会
費一口当たりの金額、も
しくは最低限の金額

（単位：円）

交付又は支出日等
（支出決定日）

（会費の場合）
支出の理由等

契約の相手方の法人
番号

支出元独立行政法人
の法人番号

様式４


